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1章はじめに
1.1背景
観光立国宣言（平成15年)，観光立国推進基本法の成立（平成18年)，観光庁設立（平
成20年）がなされ，今後，日本の多くの地域が外国人旅行者の受け入れに取り組むと考え
られる．外国人の訪日観光需要が注目される理由として，超高齢化の進展，経済停滞など
から地域活性化のための「観光の活用」といった国内事情とともに，近隣諸国の所得水準
の上昇にともなう海外旅行需要の拡大といった外部環境がある．日本人の国内観光と比較
して外国人旅行者の訪日であるインバウンド観光の特徴として，主体となる旅行者が遠距
離を旅行して日本へ来訪する点，旅行者の属性・嗜好がより多様となり，受け入れ地域側
で対応に慣れていない点，そして，言語・文化面で旅行者が障壁を感じる可能性を持つ点，
日本を旅行する上で保有する旅行者の情報が少ない点が挙げられる．また，著者自身の通
訳案内士（通訳ガイド）として経験から，旅行者評価の地域へのフィードバックが欠如し
ているという問題意識がある．それに対応するために，多様な旅行者の目から見た受け入
れ地域の資産の棚卸しと再編集が必要となる．
1.2目的
インバウンド観光振興を考えたとき，その本質として，旅行者の期待・満足によるとこ
ろが大きいと考えられる。さらに，受け入れ地域側がどの程度，旅行者のニーズを充足し
て地域を整備し，魅力を創出するか，さらに評価者（旅行者）がどのような評価特性を有
するか考慮し，反映することが重要といえる．
そこで，本研究では，日本のインバウンド観光を対象として，受け入れ地域側旅行者
側，両者の分析視点を設定する．具体的には，受け入れ地域側では，受け入れ地域整備の
取り組みを近代観光の初期段階からレビューし，現在までの観光行政の発展経緯の把握お
よび国際比較による課題の抽出，解決方策の検討，提案を行う．一方，旅行者側では，イ
ンバウンド観光の旅行者の行動・評価特性をとらえる分析を行い，振興策の検討を行う．
図1は，本研究の目的，分析視点を示すにあたり，インバウンド観光のステークホール
ダーならびに旅行者の意思決定過程を整理したものである．インバウンド観光のなかでは，
さまざまなステークホールダーが存在するが，そのなかで本研究では，旅行者を迎える「受
け入れ地域側j(客体）と観光行動の主体となる「旅行者側」（主体）に着目する．
1
対象地域:日本,東京,栃木 令二脅誕雪
ステーク
ホールダー
インパウンド
旅行者の特徴
･嗜好が多様
画少ない情報
･言語障壁
･遠距離からの
来訪(時間・
費用負担:大）
ミクロ
レペル
1
マクロ
レベル
(集計）
????
来訪者数，経済効果
観光政策
社会･経済状況,時代背景時期:tl
時期:t2
－凸一 一
V
・・・（明治～平成〉
図1本研究のインバウンド観光概念図
「受け入れ地域側」のステークホールダーには，観光事業者をはじめとする多様な主体
のなかで行政が挙げられる．行政は，インバウンド観光事業から税収を得ると同時に，講
じる施策が観光地等のインフラ整備，情報発信など，ステークホールダー全てに関わる業
務を担う存在でもある．これらより，裾野の広い観光産業の振興策を講じるために主体間
の調整が不可欠と考えられることから，その役割を担うことが期待される行政を分析対象
とする．
そこで，受け入れ地域側の視点に立脚した研究目的2点を下記のように設定する。
（1）観光政策の変遷の考察から，行政の役割を明らかにする．（3章）
（2）国際比較による旅行環境の課題抽出および解決施策の検討および提案を行う．（4章）
次に，「旅行者側jでは，旅行者は様々なステークホールダーによって提供される物品や
サービスを観光行動を通して消費するが，これら一連の旅行者の満足を促すサービスの充
実がインバウンド観光の振興に重要と考えられる．このため，受け入れ地域におけるイン
バウンF観光の施策検討にあたっては，「旅行者側」の訪日中の行動や来訪後の評価の把握
が不可欠と考えられ，その際にはインバウンド旅行者の特性を考慮する必要があるといえ
る．そこで，旅行者側に着目した分析視点を下記2点と設定する．
（3）外国人旅行者の観光地に対する事前期待，事後評価特性と他要因との関連性を把握
する．（5章）
（4）外国人旅行者の交通環境に対する評価特性の把握，ならびに負担感解消に対する意
向を分析する．（6章）
以上のように，受け入れ地域側，旅行者側のそれぞれ2つの観点から分析を行い，今後
さらに日本のインバウンド観光が振興するための留意点を明らかにする．
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1.3本論文の構成
前節の目的のもと，7章からなる本研究の構成について述べる．2章以降の構成は以下
の通りである．2章は，インバウンド観光の現状を公的機関のデータから概観するととも
に，既存研究のレビューを通じて，これまでの研究の不足点を明らかにし，本研究の位置
づけを示す．3章，4章は，受け入れ地域側を対象とした目的（1），（2）に関する分析
を行う．これに対して，5章6章では，旅行者側に着目した目的（3），（4）に関する
分析を行う．7章では，各章の研究成果から，インバウンF観光の振興に寄与する施策の
への示唆をまとめ，本研究の結論および今後の課題を述べる．
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2章本研究の位置づけ
2.1観光の実態
インバウンド振興に関する分析に先立ち，観光行動の時代的変遷について文献調査をも
とに明らかにした．また，訪日観光の現状では，国別外国人訪問者数の増加傾向を示すと
ともにアジアからの構成割合が増加傾向にあること，訪日外客の消費による経済効果，世
界的な観光流動の特徴を示した．
2.2既存の研究ならびに本研究の位置づけ
受け入れ地域側の研究には2つの視点を設定しているが，まず観光政策に関する既存研
究では，社会・経済環境との関連性の考慮が十分でなく，時間の推移に伴う変化といった
継続性について十分配盧されていないと考えられる．そこで，日本の観光行政の萌芽期で
ある戦前と戦後に着目して，中央政府，地方自治体の観光政策，観光行政・制度の変遷を
次に，2つ目の旅行環境の課題抽出では，特に交通サービス施策について着目するが，都
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市への来訪者の利便性に関わる研究例は少ないことから，世界の複数都市の交通パスを対
象として，来訪者の利便性の視点からサービスの水準ならびに当該都市の課題を明らかに
した点が特徴といえる．
一方，旅行者側の観光行動・評価に関する研究では，これまでの研究では，観光者属性
を考慮した分析例はみられるが，訪日観光における立寄り観光地を相互に比較し，観光地
の特徴と観光者特性との関連性に着目した研究事例は少ない．そこで，日光，箱根を比較
しながら，観光者要因，観光地要因，および両者の交互作用要因と観光地評価との関連性
を5章において明らかにする．さらに，旅行者の交通環境に着目すると，交通パスの価格
設定に関する分析方法の提示を行う先行研究はみられない．そこで，6章において，外国人
来訪者の公共交通機関利用時の負担感を時間的，心理的負担感として分析し，意向データ
を用いた支払い意思額の導出方法を提示していることが特徴といえる．
3章日本における国際観光行政の成立・発展過程
3.1日本の国際観光政策に関する基礎的分析
日本政府の明治初期から第二次世界大戦前の観光政策の展開に着目し，まず既存研究で
不足していた外国人旅行者数の推移を明らかにした．この旅行者数推移と社会経済環境，
旅行形態の変化との関連性や，それに対応した観光政策を担った中心的な組織の変遷とそ
の役割について文献収集を通じて分析したところ，以下に示す事項が明らかとなった．
1．喜賓会の設立（1893(明治26)年）を契機として，ジャパン・ツーリスト・ビューロー
の設立（1912(明治45)年)，国際観光局の設置（1930(昭和5)年）と続くインバウンド
観光組織やその設置目的を明らかにした．さらに，国際情勢や経済状況の時系列デー
タと照らし合わせた結果，関係組織の変遷時点で，国際観光の対象とする客層の変化
による消費行動の変化を明瞭に確認することができた．
2．3つの組織の国際観光政策上の取り組み分野(誘致，宣伝，斡旋，観光地整備，資源
保護など)の変化を明らかにし，中央政府の行政組織によって国際観光が取り組まれる
ようになった1930(昭和5)年より，国策として外貨獲得を目的とした観光地開発,整備
が開始されたことが確認できた．
以上から，観光行政初期の日本は欧米諸国と比較しても，その取り組みに著しい遅れを
とっておらず，それまでの蓄積が無い国際観光ではあったが，効率的なキャッチアップが
なされていたことがわかった．
これらの分析を踏まえ，わが国の国際観光政策への視座として，①ターゲットを考慮し
た観光施策の実施，②当時不足していたホテル整備などをはじめとする，旅行者の行動実
態やニーズを反映した観光地受け入れ態勢の整備,③『観光｣世論への注視，を抽出できた．
3.2日光・栃木県における観光地づくりの変遷
戦前期を中心とする第二次世界大戦までの日光町･栃木県を対象として，地域住民や町，
県が観光地整備にどのように取り組んだのか，実施主体，取り組み，意図・ねらい，社会
背景を明らかにすることを目的とし，文献調査および栃木県議会データより県予算データ，
審議記録の分析を行った結果，次のことが明らかとなった．
明治期は保晃会設立をはじめとする民間主体の地域資源保存が試みられているのに対し
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て，大正期以降は県による観光地整備の継続的な取り組みが行われた．例えば，県の観光
地整備に関連する継続的な予算計上では，1913(大正2)年から始まり，調査費の計上がみら
れ，昭和期に入ると，日光国立公園指定に向けた組織の設置に伴い，宣伝紹介や施設整備
を目的とした団体への補助金の交付が開始され，指定後は，霧降高原開発計画，日光観光
ホテル建設計画など施設整備計画へ県が直接関与する段階へ推移していた．以上から，当
初は町を中心に行われていたものから，事業規模の拡大，世論の動向，観光に対する機運
の上昇を背景として，県を主体とした国，町と連携した開発プロジェクト実施に取り組ま
れた時代へと移ったことがわかった．
以上の分析の結果から次の4点が観光地づくりとして重要であることがわかった．①観
光振興において中心となる観光資源の明確化の重要性，②はじめに地方自治体が主体とな
り，旅行者の利用に不可欠なインフラ整備を行いながら，観光資源の保護と利用の両立と
いう観点を持つ必要性，③地域の主体的な取り組みの重要性，そして，最後に，④社会・
経済情勢の考慮の必要性である．
3.3東京都の観光政策の変遷
東京都の戦後の観光政策をその所管組織の変遷ならびに予算データの推移により把握す
ることを目的として，文献収集を通じて分析を行った．さらに，東京都の観光政策と国の
観光政策の比較，政策に影響を与える外部要因，内部要因について分析を行った．その結
果，次のことが明らかになった．
第1期（昭和22年～33年，観光担当所管が複数存在）は，戦後の経済復興の手段として
観光が位置づけられ，東京都は国の観光政策と連動する形で，外貨獲得に資する国際観光
振興を図った．第2期（昭和34年～39年）は，第18回オリンピック大会の東京招致決定
により観光行政の所管がオリンピック準備局となった時代で，アジア初の大規模な国際イ
ベントの開催都市として，受入体制整備のため観光施設，特に宿泊施設の整備に予算が投
下された．
これに対して第3期（昭和40年～55年）総務局所管の時代は，これまでの時代と大きく
観光政策の重点がシフトした．戦後の経済政策の目標であった国際収支の均衡が達成され
るなか，高度経済成長による国民の所得・余暇時間の増大という外部要因により，東京都
の観光行政の主眼は，内外の観光客の受け入れから1，都民の観光レクリエーションを対象
とした政策へと転換した．続く第4期（昭和56年～平成12年）は，所管が生活文化局へ
移った時代で，前期同様の都民の観光レクリエーション活動の支援という東京都の観光行
政の位置づけであった．
現在に至る第5期（平成13年～22年現在）は，国の観光立国への取り組みと連動しなが
らも，東京都独自の観光産業振興策が展開され始めた時代と考えられる．以上から，東京
都の観光行政は，その時代の社会経済環境，世論といった外部要因とともに，財政状況，
知事の強力なリーダーシップによる都政の方針といった内的要因と密接にかかわり，取り
組まれていたことがわかった．
以上をベースに地方自治体が担う観光行政の今後について考察する．これからの地方自
治体の観光行政は，行政自らが宿泊施設などの観光施設整備に税金を投入する必要性は低
くなった一方，特にインバウンド観光について考えると，海外宣伝，シティー・セールス
V
や環境整備等の外部性を有する事業はその供給量が過少になることから，依然，行政の果
たす役割が大きい．また，様々なステークホールダーの調整役としての役割，モニタリン
グ資料としてのデータ整備の機関としての役割がより大きくなると考えられる．そのため，
1．「観光」の位置づけの明確化，2．効率的に民間等の取り組みが機能する環境整備3．
観光行政のアウトカム評価以上の3点の重要性が今後一層増すと考えられる．
4章諸外国の観光・交通政策の事例分析一外国人旅行者の旅行環境に着目して－
本章では，インバウンド観光振興に重要と考えられる受け入れ地域側でのサービスの充
実に寄与する具体的施策の提言を目的として，先進的な観光施策が実施されている国とし
てフランス，韓国を取り上げて事例調査を行った．フランスの文献調査では，各行政レベ
ルの役割分担について法律で明記されていたことがわかり，韓国のヒアリング調査では，
外国人旅行者の旅行環境の向上に資する施策の最新動向及びその推進体制について明らか
にすることができた．（4.1節4．2節)．
つぎに，個人旅行の割合の高まりにともなう，都市観光にかかわる公共交通機関の利便
性向上に関する問題意識から交通パスに着目した．本研究では，交通パスを「一つの都市
などのまとまった地域において，一定のエリア内全ての鉄道やバスなどの公共交通サービ
スの路線を自由に乗降可能とした特定期間の乗車券」と定義する．文献調査により，東京
を含む世界12都市の交通政策都市特性の差異をふまえながら，外国人旅行者の視点で交
通パスのサービス内容を把握した．対象都市のサービス内容の国際比較により，東京にお
ける一層の利便性向上策として，1．行動実態を反映した価格設定，2．グループへの考
慮3．日数別種類の多様化，4．利用者により安心感を与える価格システムの導入（例：
ロンドンのdailypricecapping制),5．交通パス関連情報提供における観光部局とのより
緊密な連携（名称のアルファベット表記の統一や行動予定に即した交通パスや乗車券の選
択肢に関する情報発信の改善）を提案した（4.3節)．
5章日光・箱根における旅行者の評価特性分析
外国人旅行者は，観光地についての情報量，嗜好の差異など，日本人と異なる旅行意向，
行動特性を有していると考えられる．そこで，外国人旅行者の立寄りが多い日光・箱根を
対象として現地における来訪者へのアンケート調査をもとに，個人属性，行動や評価特性
を明らかにした．
アンケート調査は，日光，箱根合わせて12施設の宿泊者に対して実施した．その結果，
有効サンプル数は，日光276名(外国人162名，日本人114名),箱根249名(外国人125名，
日本人124名)の合計525名となった．本調査の外国人サンプルは欧米系旅行者が9割以上
を占めており，増加傾向を示すアジアからの旅行者とは異なる嗜好性を持つことが考えら
れるが，本研究では，多様な評価特性の提示を目的としているため,調査地点の宿泊施設
を利用する外国人旅行者を，その居住国を限定せずに調査対象とした．なお，調査項目は，
訪問箇所と日光・箱根に対する事前期待・事後評価（21の観光行動に対する個別評価なら
びに総合評価)，個人属性を設定している，
21項目設定した観光行動に対する事前期待・事後評価について,‘日本人・外国人別観光
地別平均値を算出したところ，「地域の人々と話す｣,『地域の生活に触れる｣について訪問地
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を問わず外国人観光者の評価が高かった．また，「世界文化遺産/富士山をみる｣について外
国人，日本人を問わず事前期待が高い．訪問地別では，日光において｢歴史的建造物｣の事
前期待・事後評価のいずれも高いなどの特長がみられた．これら評価と個人属性との関連
性を分散分析したところ，有意とならなかった．平均値は異なるものの，その分散が大き
かったためであり，各回答者がどのような観光資源に興味があるか，観光行動に対する嗜
好はどのようなものかという点を考慮する必要があるといえる．
そこで，観光者の観光行動・評価は，①観光者の評価パターン，②観光地要因(日光と箱
根の2要因)，③①と②が組み合わされる交互作用，以上の3つによって構成されると仮定
し，21項目に対する事前期待，事後評価の点数を用いて主成分分析を行い，さらに主成分
得点を用いたクラスター分析によってサンプルをセグメントした．
その結果，観光者の評価パターンは12セグメントに区分でき，日光・箱根と日本人･外
国人の構成割合が卓越する4セグメントを見出すことできた．各グループの特長として，
箱根･日本人セグメント：『富士山を見る』に対する事前期待が小さい，箱根・外国人セグ
メント：『歴史，交流』に対して事後評価が高い，日光・日本人セグメント：『世界遺産』，
『お土産』に対する事前期待･事後評価いずれも高い，日光・外国人セグメント：『自然景
観』に対する事後評価が高い，との特長を抽出できた．さらに，日光で『歴史』，箱根で『自
然体験』について交互作用が明らかとなり，これら要因と地域が組み合わされると，より
高評価となることが明らかとなった．これらにより，居住地別などによるアプリオリなセ
グメンテーションでは見いだせない評価パターンを明らかにでき，外国人旅行者の観光評
価特性を明らかにできたことが本分析の成果と考えられる．
6章外国人旅行者の交通パス購入意向分析
本章は，外国人旅行者の交通環境評価に着眼し，特に都市内移動における公共交通機関
の利用実態の把握，利用負担感の評価を行った．その中で，特に「交通パス」を取り上げ，
回答者の行動意向をもとに，交通パスの支払い意思額を推計した．
まず,都内6箇所の宿泊施設におけるアンケートを留め置き法により実施し，162名のデ
ータを収集した．アンケート調査項目として，個人属性，今回の訪日旅行形態，東京都区
内公共交通の心理的・時間的負担，仮想的な観光行動・交通パスの購入意向，以上の4点
を設定している．特に負担感の分析では，心理的負担感は「言語｣，「利用方法」に関する
要因が，また時間的負担は「乗車券購入｣，「利用方法」を指摘する回答者が見られたこと，
個人属性では，男性よりも女性のほうが心理的，時間的負担感が共に高いとともに，年齢
階層別では，30-39歳以外は時間的負担感の方が大きい傾向がみられたこと，来訪回数にお
いては初回旅行者がより時間的負担感を感じていたことが明らかとなった．
さらに，主観的期待効用理論の概念を適用し,CVM(仮想評価法）による交通パスの支
払い意思額推計モデルを構築したところ，交通パスの価格ではなく，交通パスによるメリ
ットを示す変数(予想支払い運賃総額一交通パス費用）を用いると説明力が向上すること，
要素毎の支払い意思額は心理的負担感231円，時間的負担感222円であったこと，上記支
払い意思額は,50代以上,同行者数が4人以上でさらに大きくなることが明らかとなった．
以上の分析から，公共交通利用に際した負担感とその解消に対する意向に着目し，外国人
旅行者の旅行環境に対する評価を把握することができた．
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7章結論
本研究の4つの目的についての研究成果と結論は前記の各章で述べたので，ここでは，
全体の結論とインバウンド観光の振興に寄与する施策への示唆と今後の研究課題について
述べる．
受け入れ地域側の分析では，戦前，戦後における観光政策の変遷を中央政府，地方自治
体について明らかにした．その結果，社会情勢と密接に関連しながら，外貨獲得，住民サ
ービスなど観光振興の目的，対象マーケットを変化させながら観光振興に取り組まれてい
たことが明らかとなった．特に，日光町や東京都では，地元主体での積極的な発案・行動
や知事によるリーダーシップが大きな特徴として抽出できた．一方，国際比較による旅行
環境の課題抽出では，公共交通機関利用のための交通パスに着目したところ，世界の諸都
市では多種多様なサービスが実施され，その根底に公共交通サービスの位置づけ，補助制
度などが日本と大きく異なっていることが明らかとなった．それらをふまえ，国際競争力
のため，インバウンド観光の先進国，あるいは，それ以上の公共交通の利便性のレベルを
保持し，旅行環境整備を推進する必要があることがわかった．
一方，旅行者側の分析では，旅行者の嗜好，行動特性の把握を行った．その結果，観光
地に対する事前期待，事後評価特性については，日本人との嗜好，評価の差異が明らかに
なるとともに，「歴史，交流」目的を有する観光者が日光へ来訪した場合，また「自然体験」
を主目的とした観光者が箱根に来訪した場合に，事後評価への交互作用の影響が確認でき
た．また，外国人旅行者の交通環境に対する評価では，言語的ハンディを背景とした公共
交通利用への負担感を確認することができた．アジアからの旅行者の増加個人旅行の増
加が予想されることから，それらへの対応が今後必要と考えられる．
以上より，インバウンド観光振興のために，その客層の変化・ニーズの把握，分析手法
の開発の重要性を示し，旅行者の行動実態に即して利便性を向上させる施策を継続的に実
施していくこと，施策の推進主体，体制の構築の必要性を明らかにした．
今後の課題として，まず旅行者側の分析の精徴化が考えられる．今回の嗜好，意向調査
は1時点のものであるため，アジアからの旅行者，リピーターの増加などの市場環境（外
部条件）の変化を念頭とした旅行者行動の分析，そして，観光地の魅力度評価観光地の
安全性など他の要因を合わせて考慮した需要予測も必要であろう．
一方，受け入れ地域側の分析においては，より魅力的な観光地整備のための具体的手段
の提示など，現場レベルで活用できる検討が早急に待たれる．例えば，よりきめ細やかな
旅行環境のモニタリングを通じた旅行環境整備とその影響把握を行い，経験と勘のみに頼
る振興からの脱却を目指すべきであろう．さらに，諸外国の分析や萌芽期成長期成熟
期，衰退期から構成される観光地発展過程ステージとの関連性検討も課題と言える．さら
に，インバウンドによる経済効果推計の継続的実施や，行政によるアウトプット，アウト
カムを評価する「行政評価システム」の確立が待たれるところである．
また，本研究で検討したインバウンド観光の振興を社会の発展につなげていくためには，
その位置づけについてコンセンサスを形成し，観光振興のための認識を国民で共有してい
く必要があると考えられる．
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